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(3) 経営合理化の進捗状況 

［総経費］ 

15 年 9 月期の総経費(業務純益ベース)は、人員の削減、賞与ファンドの削減および

14 年度に完了したシステム統合・国内店舗統合の効果から 2,960 億円と、前年同期比

293 億円の削減を実現いたしました。 

人件費につきましては、従業員給与の 8 年連続ベア凍結や人員の削減を引き続き進め

たほか、賞与ファンドの削減(前年同期比 16.5%)を実施した結果、1,140 億円と前年同

期比 175 億円の削減となりました。今後も引き続きハブ＆スポーク体制による営業店事

務プロセスの抜本的効率化、ＯＢや派遣社員による従業員の代替、即ち、人材ポートフ

ォリオの組み替え等を順次進めていくことによって、一段の人件費削減を進めていく方

針であります。 

また、15 年 10 月からは従業員組合の同意を得た上で、就業規則の給与規定を減額改

定し、給与の減額相当分を賞与として成果に応じ配分することとしております。これは、

メリハリの効いた人事処遇を実現することによって、当行の収益力を一段と強化するこ

とを狙いとするものであります。 

物件費につきましては、14 年度に旧さくら銀行・旧住友銀行間のシステム統合およ

び立地重複支店の統合を完了し、システム維持費用の削減や余剰スペースの返還・売却

が進んだこと、15 年 4 月に当行の情報システム部門を日本総合研究所に統合し、グル

ープＩＴ支出一元化による調達力強化ならびに設備集約による効率化を進めているこ

と等から、1,667 億円と前年同期比 102 億円の削減となりました。 

［役職員数］ 

15 年 9 月末の役員数は、24 名(三井住友フィナンシャルグループと三井住友銀行の常

勤兼務者 4 名を含む)となりました。なお、15 年度の役員報酬は一段の追加削減を実施

いたしました。また、役員賞与につきましても、平成 8 年以降不支給としております。 

従業員数は、4 月に新卒者 727 名の採用を実施した上で、15 年 3 月末比 186 名減少の

23,838 名となり、計画比順調な進捗となっております。 
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[ 国内店舗・海外拠点数]  

15 年 9 月末の国内本支店数は、15 年 3 月末比 2 ヶ店減少の 435 ヶ店となり、15 年度

の計画値を達成いたしました。今後は都心店を中心に更なる効率化を追求する一方、

「ローンプラザ」や「法人営業所」等、新たな拠点展開を進めてまいります。 

また、15 年 9 月末の海外支店数は 20 ヶ店となっております。 

 

(4) 不良債権処理の進捗状況 

 15 年 9 月期の与信関係費用につきましては、引き続き不良債権のオフバランス化を

積極的に推進したほか、デフレ環境が完全には回復してきたとは言えない状況下資産劣

化によるコストが発生したこと等により、3,594 億円となりました。 

破綻懸念以下先の債権につきましては1兆1,869億円のオフバランス化を実施したほ

か、要管理債権につきましても15 年 3 月末比 8,776 億円の減少となったことから、金

融再生法に基づく開示債権は 3 兆 8,666 億円と 15 年 3 月末比 1 兆 3,947 億円の大幅削

減となりました。また、不良債権比率につきましても、6.4％(15 年 3 月末比▲2.0％)

と順調に低下いたしました。  

なお、経済合理性、経営責任の明確化、社会的影響を考慮した上で、2 社で 2,580 億

円の債権放棄を実施しております。 

当行といたしましては、金融再生プログラムの趣旨をふまえ、16 年度末における不

良債権比率の半減に向けて、バランスシートのさらなるクリーンアップを進めるべく、

引き続き不良債権残高の削減に取り組んでまいります。 

また、三井住友フィナンシャルグループは、ゴールドマン・サックス証券会社、大和

証券ＳＭＢＣプリンシパル・インベストメンツ株式会社および日本政策投資銀行と協働

して企業再生事業に本格的に進出するため、15 年 11 月、企業再生支援を目的とした合

弁会社「ＳＭＦＧ企業再生債権回収株式会社」を共同して設立いたしました。 

 

 


